
立命館大学法学部　「ジェンダーと法」講義
定期試験（2005年1月27日実施）解説［最終版］

2005.02.01. 佐藤　敬二

試験問題
以下の①から③の新聞記事の中から二つを選び、それぞれ次の点につき答えなさい。

　１．記事において問題となっている法的論点

　２．その論点の前提となる法の説明

　３．その論点に関する諸説

　４．その論点に関する自らの見解

注意：1.いずれの記事を選択したのかを明記すること。

　　　    　2.二題の解答がないと解答とは認めない。二題の解答の順序は問わない。

　　　　　　3.採点基準（各問５０点満点、合計１００点満点で採点する）

　　　　　　　a)設問の１．から４．の項目毎に、基本的には○△Ｘの三段階評価を行う。

b)○は必要なことが述べられている場合につけ、１０点。

　　　　　　　　△は不十分にしか述べられていない場合につけ、５点

Ｘは何も述べられていない場合、ないし関係ないことを述べている場合で、０点

　　　　　　　c)さらに、独創的な考えがみられた場合には、各問共に10点の範囲で追加点をつける

Ⅰ．全体的解説
1)試験と日常学習

　日常学習ができていれば、試験もできます。逆に、それができていないと、試験直前に詰め込んでも効果はありません。そのために、毎回の講義で自己点検を行っています。

2)解答の形式

　文章を書く際には論理的文章を書く必要があります。感想文は回答とはなりません。設問として１から４を挙げておいたのは、論理的文章を書く際に必要な要素だからです。したがって、１から４の解答順は、論理的文章を書く際にもっとも書きやすいパターンです。私以外の講義での論述式の試験問題の答え方、ゼミ論文の書き方等、文章作成すべてについて当てはまるパターンですから、文章の書き方の訓練だと思ってください。

3)個別解答項目について

　1.問題文をそのまま書き写しても回答にはなりません。何件かありました。
　2.論点とは、何が問題であるのかがわかるように提示する必要があります。「～の問題」とか、「～について」などのように、何かわかったような感じがするでしょうが、実は何を言っているのかさっぱりわからないようなものは論点を提示したことになりません。

  3.説明とは事実関係の説明がすべて該当します。法規定の説明、司法判断の説明など。

  4.諸説とは、当事者の主張のことではありません。当事者の主張の是非を判断するための判断基準についての、いくつかの見解のことです。

　5.諸説は相互排他的ですので諸説が両立はしません。

  6.したがって自説とは、いかなる判断基準を採用するかの見解です。決して当該事案について原告・被告のいずれが勝訴するかの問題ではありません。ある判断基準を採用したからといって、ケースによって原告が勝ったり被告が勝ったりします。

  7.自説を主張するためには、その根拠が必要です。

＊利益衡量は法的議論ではありません。バランスをとったつもりの人もいました。最悪の法的思考であり誤りです。

Ⅱ．個別事例毎の解説

①スポーツ界とセクハラ　　　　　　　　　　　　　2004年01月12日付け朝日新聞
　男性指導者の女子選手に対するわいせつ行為やレイプ、セクハラ行為は、「身体接触を伴う」あるいは「精神性を重んずる」など線引きが曖昧なうえ、絶対的な主従関係が被害の表面化を阻む。インターハイで男女優勝を果たした武道の有名指導者が、キスをしたなどの強制わいせつ罪の疑いで一昨年逮捕された。指導者は直接事情を聴くと、キス行為とふくらはぎ部分にマッサージをさせたことは認め、「頑張れよ、という激励の気持ちでキスをした」と話した。「なぜ唇にキスをしたのか」と聞くと、「欧米ではあいさつ代わりにキスをするじゃないですか何が悪いのかわからない。悪いことをするつもりはなかった。熱心に指導したまで。逮捕は心外だった」と主張した。ある中学のバレーボール部の女子部員は、男性指導者の前で着替えをさせられ「パンツ何色や」と聞かれた。この指導者は「指導の一環」と弁解。中学側は「運動部の指導で体に触れるのは仕方ない。下着の色を聞くのは白色にするため」。

１．論点

　1)要点：セクハラの判断基準

  2)採点基準：要点の趣旨があれば、△。法的議論として文章で説明していれば、○

２．法状況

  1)要点：刑事上の違法、均等法上の違法、契約上の違法

＊契約法上の違法、ではなく不法行為法上の違法でもかまわない。

  2)採点基準：項目の提示のみでは、△。おおむね正確に説明できていれば、○

　3)コメント：上の点のみの回答がいくつかありました。上の点だけでは無意味な回答であって、その内容を答えることが必要です。

　　　　　　　またセクハラの一般論のみの回答のものもみられました。しかし、客観説・主観説の議論は、何の違法性を判断するためのものであるのかを明確にする必要があります。それがないと何を論じているのかわかりません。

３．諸説

　1)要点：客観説、主観説

  2)採点基準：説の提示のみでは、△。各説の内容をおおむね正確に提示していれば、○

　3)コメント：「おおむね正確に」とは、各説の問題点あるいは各説への批判も含めて提示していることが必要です。

４．自説

　1)要点：自らの立場を選択することが最低限必要

  2)採点基準：立場を選択していれば、△。説得的な理由付けができていれば、○

　3)コメント：「説得的な理由付け」のためには、自らが採用しない説への批判が必要です。

５．追加点

②兼松事件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2003年11月05日付け朝日新聞

　総合商社「兼松」（東京都港区）に５７～８２年に入社した６６～４６歳の社員と元社員の女性６人が、「女性というだけで差別される賃金制度は、労働基準法などに違反する」として、同年齢の男性の賃金・一時金との差額合計と慰謝料計３億１９６７万円を求めた訴訟の判決が５日、東京地裁であった。山口幸雄裁判長は「兼松の賃金体系は公序に反しない」と述べ、請求を全面的に棄却した。判決理由で山口裁判長は、兼松の人事制度について（１）男女のコース別採用・処遇は性差別の禁止を定めた憲法１４条の趣旨に反するが、労働基準法に直接違反するとはいえず、採用当時、公序に反していたとまではいえない（２）８５年に制定された男女雇用機会均等法に対処するための「職掌別人事制度」は合理的とはいえないが、公序に反するとまではいえない（３）９７年に改正された均等法に対応した新人事制度は、職掌間の転換を可能にした合理的な制度だ――と判断した。

１．論点

　1)要点：コース別雇用による男女賃金格差の是正方法

  2)採点基準：要点の趣旨があれば、△。法的議論として文章で説明していれば、○

２．法状況

  1)要点：憲法、労働基準法、男女雇用機会均等法、コース制をめぐる裁判例、

  2)採点基準：項目の提示のみでは、△。おおむね正確に説明できていれば、○

３．諸説

　1)要点：間接差別禁止法理の反対説、賛成説、別の救済手段

  2)採点基準：説の提示のみでは、△。各説の内容をおおむね正確に提示していれば、○

　3)コメント：「おおむね正確に」とは、各説の問題点あるいは各説への批判も含めて提示していることが必要です。
４．自説

　1)要点：自らの立場を選択することが最低限必要

  2)採点基準：立場を選択していれば、△。説得的な理由付けができていれば、○

　3)コメント：「説得的な理由付け」のためには、自らが採用しない説への批判が必要です。
５．追加点

③「例外的夫婦別姓」法案　　　　　　　　　　　　　2004年03月12日付け朝日新聞

夫婦別姓を認める民法改正案の国会提出は、今回も自民党のハードルを越えられなかった。野党から繰り返し改正案が提出され、世論の関心も高い別姓制度だが、自民党内の賛否両論は平行線のままだ。自民党の「例外的に夫婦の別姓を実現させる会」がこの時期、法案を再提起したのは、別姓制度導入への機運が失われる一方だとの危機感に加え、参院選に向け存在感を発揮したいという思惑がある。昨年秋の総選挙で高市早苗前衆院議員ら強固な反対論者が落選し、党内の環境が変わったとの判断もある。１１日朝の法務部会。実現させる会会長の笹川尭衆院議員が「何回やっても議論は平行線だ。（事実婚で非嫡出子として生まれてくる）少数の人たちを助けられるのは政治家しかいない」と法案提出に理解を求めたが、たちまち反対論が噴出した。「夫婦別姓は国家解体運動の一環だ。一部マニアだけで議論して欲しい」「夫婦別姓を認めると少子化が進む」。「今まで１３回も議論した。先送りはしないでほしい」など、野田聖子・元郵政相ら推進派の説得にも「憲法改正は議論に入るのに５０年もかかった」。

　■例外的夫婦別姓法案の骨子：夫婦は同姓を原則とし、別姓は例外とする。職業生活上の事情、祖先の祭祀（さいし）の主宰などの理由がある場合、家庭裁判所の許可を得て別姓を認める。別姓から同姓への転換は認めるが、同姓から別姓への転換は認めない。別姓夫婦は婚姻の際、子どもの姓を定めなければならない。別姓夫婦の複数の子はすべて同じ姓を名乗る。別姓夫婦の子は成年に達した後、家庭裁判所の許可を得て、父か母の姓を選ぶことができる。

１．論点

　1)要点：選択的夫婦別姓制度の可否

  2)採点基準：要点の趣旨があれば、△。法的議論として文章で説明していれば、○

　3)コメント：「例外的夫婦別姓」は「選択的夫婦別姓」とは全く別のものです。問題文の「法案の骨子」を見れば分かるように、限定された理由があった場合のみ家庭裁判所の許可を得て別姓が認められるのであって、個人の自由意思による別姓の制度ではありません。両者を混同している回答が多くみられました。

２．法状況

  1)要点：夫婦同姓の現行法制、法改正の動き

  2)採点基準：項目の提示のみでは、△。おおむね正確に説明できていれば、○

　3)コメント：法律がある、という回答だけでは無内容です。憲法規定、民法規定の内容を述べる必要があります。

３．諸説

　1)要点：法改正賛成論、反対論

  2)採点基準：説の提示のみでは、△。各説の内容をおおむね正確に提示していれば、○

　3)コメント：「おおむね正確に」とは、各説の問題点あるいは各説への批判も含めて提示していることが必要です。

　　　　　　　上に加えて、「例外的夫婦別姓法案」への賛否を書いてもかまいません。ただ、そのような回答はありませんでした。
４．自説

　1)要点：自らの立場を選択することが最低限必要

  2)採点基準：立場を選択していれば、△。説得的な理由付けができていれば、○

　3)コメント：「説得的な理由付け」のためには、自らが採用しない説への批判が必要です。
５．追加点

Ⅲ．採点結果

１．合格率：９６．０％

　不合格者は２名のみでした。

　なお、この合格率の算定基礎には、２／３以上出席していない者は含まれません。

（ただし、佐藤の担当する講義のみでの集計し、課題の提出状況から判断しました）。

　講義に一度も出席していない者が２名、ほとんど出席していない（出席が２回のみ）者２名が受験していました。いずれも試験の成績は０点でしたので不合格となったのは当然の結果ですが、そもそもそのような者が試験を受験すること自体がとんでもない話しです。立命館大学の現行制度上はそのような者の受験を排除することはできませんが、大学設置基準上、講義に出席することが単位授与の要件となっています。講義に出席していない者に単位を与えることは法的にできません。ここで実名をあげることは控えますが、該当者は猛反省してください。

２．成績評価の比率

　Ａ＋：６．２％、　Ａ：２９．２％、　Ｂ：３５．４％、　Ｃ：２９．２％

　合格者に占める各評価の割合です。

　いずれも法学部で定めている評価比率の基準の範囲内に収まっているのですが、Ａ＋とＡが多めで、ＢとＣが少なめになっています。Ｂ評価の者の上位層の中にはＡ評価にしたいと思う者が何人もいました。ただし、Ａ評価の限界が３０％までですので、これが限界でした。

３．試験に関する質問等は、いつもと同じように、私まで（satokei@law.ritsumei.ac.jp）メールで行うこと。

＊本解説［最終版］の中で赤字になっている部分は、試験終了後に配布した解説から追加した記述部分を指しています（Ⅲ．採点結果部分は全て新しく書き加えています）。
PAGE  
1

